




















































（１） 共犯者 Aおよび Bの両名については、両名とも通帳の詐取等で公判請求されたが、事
実関係および詐欺罪の成立等を争わず、いずれも有罪判決が確定している（Aにつき東京
高判平成１８年１０月４日、Bにつき東京地判平成１８年３月２２日。いずれも公刊物未登載）と
のことである（森寿明「預金通帳等を第三者に譲渡する意図を秘して銀行の行員に自己名
義の預金口座の開設等を申込み、預金通帳等の交付を受ける行為が、刑法２４６条１項の詐
欺罪に当たるとされた事例」研修７１７号（２００８年）２７頁）。
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心を有しており、他人に譲渡する目的を秘して口座を開設し、通帳等の交付を
申し込むことは重要な錯誤を生じさせる行為であって、詐欺罪における欺罔行
為に当たることは明らかであるとし、③の点については、改正前の本人確認法
および改正後の本人確認法が口座の開設行為自体を罰する規定を設けていない
からといって、法が上記の行為自体を放任していると解することができないこ
とは明らかであって、このような行為が詐欺罪における欺罔行為に当たると解
することを妨げるものではないとして、弁護人の主張を排斥した。
これに対し、被告人側は、事実誤認、量刑不当等を理由に控訴したが、第二
審（東京高判平成１８年１０月１１日刑集６１巻５号５５５頁）は、控訴趣意はいずれも
理由がないとして控訴を棄却したため、さらに判例違反等を理由として上告し
ていた。
【決定要旨】
最高裁は、刑訴法４０５条の上告理由に当たらないとした上で、詐欺罪の成否
につき、以下の通り判示して、上告を棄却した。
「以上のような事実関係の下においては、銀行支店の行員に対し預金口座の
開設等を申し込むこと自体、申し込んだ本人がこれを自分自身で利用する意思
であることを表しているというべきであるから、預金通帳及びキャッシュカー
ドを第三者に譲渡する意図であるのにこれを秘して上記申込みを行う行為は、
詐欺罪にいう人を欺く行為にほかならず、これにより預金通帳及びキャッシュ
カードの交付を受けた行為が刑法２４６条１項の詐欺罪を構成することは明らか
である。被告人の本件各行為が詐欺罪の共謀共同正犯に当たるとした第１審判
決を是認した原判断に誤りはない。」
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【研究】
１．本決定の意義
下級審においては、本件と同様の事案で、自己名義の銀行口座開設に伴い預
金通帳等の交付を受ける行為について、預金契約における譲渡禁止等の約定や
金融機関等による顧客等の本人確認等及び預金口座等の不正な利用の防止に関
する法律（以下、本人確認法）３条１項等の趣旨から、名義人本人による口座
利用が預金契約締結の際の重要な判断要素であるとし、譲渡意思を秘し自ら利
用するように装った申込みが欺く行為として、詐欺罪の成立を認めたものが存
在する
（２）
。本決定は、この延長線上に位置づけられるものであり、事例判決なが
ら、銀行口座の開設を申し込んだ本人と、その譲渡等を受けるため、この口座
開設を共謀した被告人に対し、預金通帳等を第三者に譲渡する意図を秘して口
座開設を銀行の行員に申し込んで、預金通帳等の交付を受けることが詐欺罪の
共謀共同正犯に当たると最高裁判所が初めて判断を示した
（３）
点に意義がある。
（２） 福岡地判平成１６年６月２３日公刊物未登載（松並孝二「他人に譲渡する意図を秘して自
己名義の預金口座を閉設し、金融機関から預金通帳等の交付を受けた行為に詐欺罪を適用
した事例」研修６７４号１０１頁参照）、東京高判平成１６年１１月１６日東高刑時報５５巻１－１２号１００
頁、仙台高判平成１８年１１月７日高刑速報集（平１８）号３３４頁等。
（３） 不正に入手した他人名義の国民健康保険被保険者証を使用して、その当該他人名義の
預金口座を開設し、預金通帳１冊の交付を受けた事例について、最高裁判所は、傍論なが
ら詐欺罪に当たるとの判断を示している（最決平成１４年１０月２１日刑集５６巻８号６７０頁。以
下、平成１４年決定）。この平成１４年決定において、最高裁は、他人名義の預金口座開設に
伴い預金通帳等が銀行から交付される場合でも、預金通帳は、それ自体所有権の対象とな
り得るものであり、これを利用して預金の預入れ、払戻しを受けられるなどの財産的な価
値を有するものであるから、刑法２４６条１項の財物に当たると判示している。
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２．譲渡目的を秘した自己名義の預金契約と欺罔
詐欺罪は個別財産を保護し、行為者の欺く行為により、被害者が錯誤に陥
り、財産処分行為がなされ、加害者に財産の移転が生じ、財産上の損害の発生
することによって既遂となる。
では、行為者が第三者への譲渡目的を秘して自己名義で預金契約を締結する
際に、預金口座開設とこれに伴い預金通帳等の交付を受けることが、「欺いて
財物を交付させた」といえるのであろうか。「第三者に譲渡する目的を秘」し
た本件では、何をもって欺罔行為ととらえるかが問題となる。
詐欺罪にいう「人を欺く」とは、相手方が財産的処分行為をなすための判断
の基礎となるような事実を偽ること、すなわち、相手方がその点に錯誤がなけ
れば財産的処分行為をしなかったであろうと思われる重要な事実を偽ることで
あり、財産的処分行為をするように動機付けるものであれば足りるとされてい
る
（４）
。
本件では、他人に自己の口座を譲渡する意図を告げていない点からすると不
作為による欺罔をなしているようにみえる。しかし、被害者である各銀行は、
いずれも各預金口座開設等の申込み当時、契約者に対して、総合口座取引規定
ないし普通預金規定、キャッシュカード規定等により、預金契約に関する一切
の権利、通帳、キャッシュカードを名義人以外の第三者に譲渡、質入れ又は利
用させるなどすることを禁止しており、第三者に譲渡する目的で預金口座の開
設や預金通帳、キャッシュカードの交付を申し込んでいることが分かれば、預
金口座の開設や、預金通帳及びキャッシュカードの交付に応じることはなかっ
たという事実を認定していることからすると、告知義務に反した不作為による
欺罔ではなく、預金口座開設等の申し込みによって、申し込んだ本人が当該口
座を白身で利用するという相手方の錯誤の状態を作り出したという作為による
（４） 大判大正１２年１１月２日刑集２巻７４４頁等参照。
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欺罔であると理解しているものと思われる
（５）
。本決定においては、「預金口座の
開設等を申し込むこと自体、申し込んだ本人がこれを自分自身で利用する意思
であることを表しているというべき」と判示していることから、所持金がない
のに無銭飲食の意思で飲食物を注文する場合
（６）
などと同様に、「挙動による欺罔
行為」と構成しているものと思われる。
（５） 山口教授は、「およそ認められない預金通帳等の第三者への譲渡意思を告知する義務
を問題にすること白体に、ます疑問があると考えられる」として、本件は作為による欺罔
し、代金不払いの意思を秘してレストラン等で料理を注文するという無銭飲食事案におい
て、料理の注文には代金支払いが当然の前提となっているところから、注文行為は代金支
払意思があることを表していると解されることと同じであるとされる（山口厚「最近の刑
法判例を追う」NBL８７１号（２００７年）１１頁）。
（６） たとえば、大判大正９年５月８日刑録２６輯３４８頁は「凡ソ料理店三至リテ飲食ヲ爲シ
又ハ旅人宿ニ投宿スルトキハ特ニ反對ノ事情ノ存セザル限リハ飲食代金又ハ宿泊料ヲ支拂
フヲ以テ取引上ノ一般慣例トスルモノナレハ飲食店又ハ旅人宿ニ在リテハ飲食ノ注文又ハ
宿泊ノ申込ニハ自ラ代金又ハ宿料支拂ノ暗黙ノ意思表示ヲ包含スルモノト了解スルヲ通例
ナリトス從テ注文者又ハ宿泊者力支拂ノ意思ナキニ拘ハラス其事情ヲ告ケス人ヲ欺ク意思
ヲ以テ單純ニ注文又は投宿を爲ストキハ其注文又ハ宿泊ノ行爲自體ヲ以テ欺罔行爲ナリト
認ムルヲ當然ナリトス」としている。また、取り込み詐欺の事案についての最決昭和４３年
６月６日刑集２２巻６号４３４頁は、「商品買受の注文をする場合においては、特に反対の事情
がある場合のほかは、その注文に代金を支払う旨の意思表示を包含しているものと解する
のが通例であるから、注文者が、代金を支払える見込もその意思もないのに、単純に商品
買受の注文をしたときは、その注文の行為自体を欺罔行為と解するのが相当である」とし
ている。さらに、利用客が従業員と顔を合わせないシステムを利用したホテルの無銭宿泊
事件における東京高判平成１５年１月２９日判例時報１８３８号１５５頁も、「被告人は、本件ホテル
では従業員が機械装置により客の入室状況を把握していることを認識していた上、所持金
が僅かしかなく、少なくとも宿泊代金を確実に支払う意思も能力もないのに、普通の客の
ような態度で、本件ホテルの入室システムに従って……入っている。そうすると、このよ
うな被告人の入室行為は、従業員に対し、直接、口頭で宿泊を申し込むものではないが、
機械装置による入室管理システムの背後にいる従業員に向けられた行為であり、しかも、
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３．証明文書の財物性
人を欺いて作成権限者に文書を作成させ、その交付を受けた事例のように、
証明文書の不正取得については、詐欺罪の成否が問題とされ、文書の性質によ
り裁判所の判断は分かれている
（７）
。
たとえば、最高裁は、被告人が日本において兵役に服したことがない旨なら
びに選挙に投票したことがない旨の虚偽の内容を記載した証明書を事情を知ら
ない村役場係員をして作成させ、同証明書を使用して、渡米のため米国領事館
から旅券を騙取しようとしたという事案
（８）
において、免状等不実記載罪（刑法１５７
条２項）「に規定する犯罪の構成要件は、公務員に対し虚偽の申立を為し免状
これを知った従業員をして、入室した以上は宿泊代金を確実に支払うものと誤信せしめ、
これに基づき、ホテル宿泊の利便という財産上の処分行為をなさしめる行為であるといえ
る」として、挙動に基づく作為による欺罔としている。
（７） 建物所有証明書（大判大正３年６月１１日刑録２０輯１１７１頁（消極））、旅券（大判昭和９
年１２月１０日刑集１３巻１６９９頁（消極）、最判昭和２７年１２月２５日刑集６巻１２号１３８７頁（消極））、
印鑑証明書（大判大正１２年７月１４日刑集２輯６５０頁（消極））、米穀通帳（最判昭和２３年４
月７日刑集２巻４号２９８頁（積極）、最決昭和２８年６月３０日刑集７巻６号１３９７頁（積極））、
三食者外食券（最判昭和２４年５月７日刑集３巻６号７０６頁（積極））、家庭用主食購入通帳
（最判昭和２４年１１月１７日刑集３巻１８０８頁（積極））、硝子配給割当証明書（最判昭和２５年６
月１日刑集４巻６号９０９頁（積極））、用紙需要者割当証明書（東京高判昭和２７年１０月２０日
判特３７号５３頁（積極））、米穀輸送証明書（福岡高判昭和３０年５月１９日高刑集８巻４号５６８
頁（消極））、運転免許証（高松地丸亀支判昭和３８年９月１６日下刑集５巻９＝１０号８６７頁（消
極））、輸出証明書（大阪高判昭和４２年１１月２９日判時５１８号８３頁（積極））、毛製品輸出証明
書（大阪高判昭和４２年１１月２９日判時５１８号８３頁（積極）、簡易生命保険証書（最決平成１２年
３月２７日刑集５４巻３号４０２頁（積極））、国民鍵康保険被保険者証（最決平成１８年８月２１日
判タ１２２７号１８４頁（積極）、大阪高判昭和５９年５月２３日判タ５４１号２７１頁（積極）、東京地判
昭和６２年１１月２０日判時１２７４号１６０頁（積極））、健康保険被保険者証（名古屋地判昭和５４年
４月２７日刑月１１巻４号３５８頁（消極）、大阪高判昭和６０年６月２６日判タ５６６号３０６頁（消極）、
福岡高判平成６年６月２９日高検速報１３８４号（積極））等。
（８） 前掲・注（７）最判昭和２７年１２月２５日
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等に不実の記載をさせるだけで充足すると同時にその性質上不実記載された免
状等の下付を受ける事実をも当然に包含するものと解するを正当と」し、同条
項の刑罰を参酌すると「免状、鑑札、旅券の下付を受ける行為のごときもの
は、刑法２４６条の詐欺罪に間擬すべきではなく、右刑法１５７条２項だけを適用す
べきものと解するを相当とする。」として詐欺罪の成立を否定している。その
一方で、最高裁は、簡易生命保険証書
（９）
、国民鍵康保険被保険者証
（１０）
については、
その不正取得に詐欺罪の成立を認めている。
判例は、所有権の目的となりうることを財物性の要件として要求している
（１１）
。
また、判例に挙がった証明文書の不正取得についてみると、建物所有証明書や
旅券、印鑑証明書、運転免許証などのように、それ自体として経済取引におけ
る権利行使や義務履行に用いられることはなく、財産的利益に直接結びつかな
い一定の行為をなし得る資格を有することを証明するにすぎないものの場合に
は、詐欺罪の成立を否定し、そうでない場合には肯定しているようである。
旅券は、政府ないしそれに相当する公的機関が交付し、国外に渡航する者に
国籍およびその他身分に関する事項に証明を与えているものにすぎず、旅券自
体に経済的価値があるとはいえない
（１２）
とすると、旅券を交付したとしても国には
財産上の損害は生ぜず、詐欺罪は成立しないということになる。
問題は、預金通帳は銀行が預金契約者から預かった金銭の額面を証明する単
なる証明書類似の書類にすぎないと解する
（１３）
とすると、預金通帳を交付しても財
（９） 前掲・注（７）最決平成１２年３月２７日
（１０） 前掲・注（７）最決平成１８年８月２１日
（１１） 最判昭和２４年５月７日刑集３巻６号７０６頁、最判昭和２４年１１月１７日刑集３巻１１号１８０８
頁、最判昭和２５年６月１日刑集４巻６号９０９頁等。
（１２） 平野竜一「刑法各論の諸間題９」法学セミナ ２ー１２号（１９７３年）９７頁等。
（１３） 平成１４年決定の原審（福岡高判平成１３年６月２５日刑集５６巻８号６８６頁）では、「預金通
帳は、口座の開設を証明するとともに、その後の利用状況を記録し、預入や払戻をする際
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産上の損害が発生しないということになるのか否かである。そのため、まず預
金通帳の性質を検討することが必要となる。
本件で騙取された預金通帳等は、平成１４年決定のいうように、それ自体所有
権の対象となり得るものであり、これを利用して預金の預入れ、払戻しを受け
られるなどの預金契約にかかるサービスを受けられる点において財産的な価値
を有するものであるから、刑法２４６条１項の財物に当たるといい得る
（１４）
ため、形
式的には、行為者による銀行行員への働きかけとそれに基づく銀行側の財物の
交付、移転があることが認められる
（１５）
。
４．財産上の損害
しかし、銀行に預金口座を解説した場合、通常は開設した者が預金債権者と
なるのである
（１６）
から、本件において被告人が預金債権者であることを証明する預
に使用されるものとして、口座開設に伴い当然に交付される証明書類似の書類にすぎな
い」として、「銀行との関係においては独立して財産的価値を問題にすべきものとはいえ
ないところ、他人名義による口座開設が詐欺罪の予定する利益としての定型性を欠くと解
される以上、それに伴う通帳の取得も、１項詐欺を構成しないというべきである。」と判
示している。
（１４） ただし、平成１４年決定は、詐欺罪の成立を否定した原判決を確定させて検察官の上告
を棄却していることに注意しなければならない。
（１５） 前田巌「預金通帳等を第三者に譲渡する意図を秘して銀行の行員に自己名義の預金口
座の開設等を申し込み預金通帳等の交付を受ける行為は、刑法２４６条１項の詐欺罪に当た
るか」ジュリスト１３４７号（２００７年）６３頁
（１６） 最高裁判所は、弁護士 Xが債務整理のため委任者から受領した金銭を預け入れるため
に開設した X名義の普通預金口座について、その預金債権をその Xに帰属すると判断して
いる（最判平成１５年６月１２日民集５７巻６号５６３頁）。普通預金では、口座開設後、継続的な
入出金が繰り返されるのが通常なので、そのほかの事情も考慮して決めるというアプロー
チが採用されているように見えるが、Xが、Xに帰属する財産をもって、X名義で開設し、
その後も管理していたので、その Xに帰属する債権であるとしていると思われる。
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金通帳を銀行から交付されることは、預金契約に伴い当然なされる銀行側の義
務の履行にすぎない。では、この一連の因果経過によって生じる財産上の損害
をどのように捉えるべきであろうか。
詐欺罪も財産罪の一類型である以上、財物の交付ないし財産上の利益の移転
それ自体を財産上の損害と形式的にみるのではなく、明文がなくとも何らかの
意味の財産的損害の発生が必要である。欺罔されなければ交付ないし移転しな
かったであろう財物、あるいは、財産上の利益を、欺かれて交付・移転した結
果、その財物ないし財産上の利益に対して有する利益を喪失したといえれば、
意図した交換関係の不達成の中に財産的損害の発生が認められることになる。
門田教授は、「厳格な本人確認が法律上義務づけられたことを踏まえ、銀行
の公共性に鑑みても、自行の口座が不正の目的に利用されない（ひいては金融
機関等および金融システムに対する信頼を確保する）という経済的な利益が、
あるいは銀行通帳等を本人確され自ら利用する者に交付するという金融機関の
目的が（社会的に承認されるとしても）、詐欺罪による保護に値するか否かは
疑わしい」とされる
（１７）
。
しかし、現在では、「本人確認法」を引き継いだ「犯罪による収益の移転防
止に関する法律（犯罪収益移転防止法）」が金融機関に本人確認を義務づけ
（１８）
、
正当な理由がない預金通帳の売買行為を処罰の対象としている
（１９）
。また、詐欺的
（１７） 門田成人「譲渡目的を秘した自己名義の銀行口座開設と詐欺罪」法学セミナ ６ー３４号
（２００７年）１１２頁
（１８） 同法４条。
（１９） 平成１３年１０月にわが国も署名した「テロリズムに対ずる資金供与の防止に関ずる国際
条約」ではマネー・ローンダリング対策として金融機関による顧客の本人確認等の措置が
要請されている。そのため平成１５年に「金融機関等による顧客等の本人確認等に関する法
律」が制定され、金融機関に対して、特定取引を行う顧客の素性を公的証明書を用いて確
認し、その記録を作成して保存する義務と、特定の取引を行った際に、その記録を作成し
て保存する義務を負わせるようになった。その後、平成１６年には預金口座の不正利用を
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商法の代金振込先など不正目的による利用であることが判明すれば口座開設や
預金取引を拒絶すべきであるともされ
（２０）
、いわゆる振り込め詐欺による被害者の
財産的被害の迅速な回復を図るために、詐欺その他の人の財産を害する罪の犯
罪行為であって、財産を得る方法としてその被害を受けた者からの預金口座等
への振込みが利用された場合には、「犯罪利用預金口座等に係る資金による被
害回復分配金の支払等に関する法律」により当該預金口座等に係る取引の停止
等の措置が講ぜられこととなっている。
犯罪や犯罪収益も今や国境を超えて移動する時代となっている。麻薬問題へ
の取り組みや国際的な組織犯罪対策として、重大犯罪から得られた収益のマ
ネー・ローンダリングについても防止措置を講じる必要から、本人確認の厳格
な実施が行われるようになってきた。それに合わせて、金融システムに対する
信頼確保という点から、口座を不正利用されないということが金融機関の目的
になっているといってよい。このような時代背景を考えたとき、被告人による
譲渡目的を秘した自己名義の口座開設は、口座を犯罪等に利用させないという
公共性の高い金融機関の経済的に重要な目的を損なうことで当該銀行の取引に
行った者に罰則を加えるための改正が行われ、題名が「金融機開等による顧客等の本人確
認等及び預金口座等の不正な利用の防止に関する法律」に改められた。さらに、金融機関
における本人確認は、「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に引き継がれ、同法の
施行により、従来、金融機関に本人確認を義務づけていた「金融機関等による顧客等の本
人確認等及び預金口座等の不正な利用の防止に関する法律」は廃止され、正当な理由がな
い預金通帳の売買行為の処罰は、犯罪収益移転防止法２６条に規定されることとなった。
（２０） 渋谷充子「預金の意義・機能・種類・特色・規制」鈴木禄也・竹内昭夫編『金融取引
法大系２巻 預金取引』有斐閣（１９８３年）２４頁注（１）、宮崎英一「他人に成り済まして
預金口座を開設し銀行窓口係員から預金通帳の交付を受ける行為と刑法２４６条１項と詐欺
罪の成否」法曹時報５７巻８号（２００５年）２５５３頁、奥村正雄「他人名義の預金口座開設によ
る預金通帳の交付と詐欺罪の成否」同志社法学５８巻５号（２００６年）４１７頁。
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対する公衆の信頼を害され、銀行側に経済的損害を与えた
（２１）
ということができる
のではないだろうか
（２２）
。
５．一項詐欺罪の成否
犯罪収益の預入れや移転等のために不正に入手された銀行口座が利用される
としても、詐欺罪を、薬物犯罪や組織犯罪等の予備罪的に扱うべきではない。
本来、預金通帳は、名義人本人による使用が予定されており、誰が銀行口座
を実際に使用するかは銀行取引上重要な事実である。自己名義で普通預金の口
座を開設したとしても、少額の入出金しかなされていなかった口座に、第三者
から莫大な金員が出捐され、その後は主としてその第三者のために口座が管理
されおり、それまでの入出金とは明らかな断絶が認められる場合には、改め
て、断絶後の原資の帰属者、管理態様等から総合的にみて預金債権者が異なる
と判断されるであろう。そうすると、自己名義だとしても譲渡目的を秘して預
金通帳を取得する行為は、やはり金融機関の目的に反する結果となり、欺罔さ
れなければ交付しなかったであろうが、欺罔され交付してしまったといえる点
で、一項詐欺罪が成立することになる。
（２１） 松澤准教授は、この点から「通帳等の占有の喪失という事態が、財産的損害と評価さ
れ」ると述べる（松澤伸「第三者に譲渡売却する目的で銀行から自己名義の預金通帳の交
付を受ける行為は１項詐欺罪にあたるとした事例」判例セレクト別冊附録３３０号（２００８年）
３４頁）が、ネットバンクのように通帳等が交付されないタイプの銀行口座開設を考えれ
ば、通帳等の喪失を財産的損害ととるよりも、銀行取引に対する公衆の信頼が害されるこ
とによる、銀行側の経済的損害を財産的損害ととるべきであろう。
（２２） 松宮孝明「譲渡・売却目的を秘した銀行口座開設に詐欺罪の成立が認められた事例」
立命館法学３２３号（２００９年）２５４頁
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